
地域包括ケアシステムと 
 自立支援マネジメントについて 

新潟県高齢福祉保健課 

  在宅福祉係 本間 祐美子 

Ｈ２９.８.１９～２０ 
介護予防推進リハビリテーション専門職育成研修 



いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される
日常生活圏域（具体的には中学校区）を
単位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 
                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入所 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステムの構築について 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら
しい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保さ
れる体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地
域包括ケアシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域
の特性に応じて作り上げていくことが必要。 

1 



本日の話でお伝えしたいこと 

 
 １、地域支援事業の概要（H27年度制度改正） 
 
 ２、新しい総合事業における介護予防ケアマネジメント 
     
 ３、自立支援の強化に向けた地域ケア個別会議 
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  地域支援事業の概要 
  （平成27年度介護保険制度改正） 
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○ 地域包括ケア実現のため、地域支援事業の枠組みを活用し、以下の取組を充実・強化。 
○ あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し。 
○ これらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで、地域で高齢者を支える社会が実現。 

・連携強化 医療・介護連携 

認知症施策 

地域ケア会議 

・施策の推進 

・制度化による強化 

関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の濃
密なネットワークが構築され、効率的、効果的でき
め細かなサービスの提供が実現 

初期集中支援チームの関与による認知症の早期
診断、早期対応や地域支援推進員による相談対応
等により認知症でも生活できる地域を実現 

多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把
握可能になり、地域課題への取組が推進され、高
齢者が地域で生活しやすい環境を実現 

介護予防 ・効果的な取組の推進 

多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等を活かす
ことにより、高齢者が生きがい・役割をもって生活で
きるような地域を実現 

生活支援 ・基盤整備等 

コーディネーターの配置等を通じて地域で高齢者の
ニーズとボランティア等のマッチングを行うことによ
り、生活支援の充実を実現 

※市町村が中心となって取組を進めるため、関係者との 
  連携や調整を行う等 の市町村の役割の明確化 

医療・介護連携、認知症施策、地域ケア会議、生活支援、介護予防の充実・強化 
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地域住民の参加 

高齢者の社会参加 生活支援・介護予防サービス 

 生活支援の担い手 
 としての社会参加 

○現役時代の能力を活かした活動 
○興味関心がある活動 
○新たにチャレンジする活動 
 
  ・一般就労、起業 
  ・趣味活動 
  ・健康づくり活動、地域活動 
  ・介護、福祉以外の  
    ボランティア活動 等 

 
○ニーズに合った多様なサービス種別 

○住民主体、NPO、民間企業等多様な 
  主体によるサービス提供 
 
  ・地域サロンの開催 
  ・見守り、安否確認 
  ・外出支援 
  ・買い物、調理、掃除などの家事支援 
  ・介護者支援  等  
  
 

バックアップ 

バックアップ 

都道府県等による後方支援体制の充実 

市町村を核とした支援体制の充実・強化 

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同
組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。 

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。 
○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強

化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の
地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介
護保険法の地域支援事業に位置づける。 

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加 
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民間 
企業 

ボランティア ＮＰＯ 

バックアップ 

市町村を核とした支援体制の充実・強化（コーディネーターの配置、     
協議体の設置等を通じた住民ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等） 

 

事
業 

主
体 

○高齢者の在宅生活を支えるため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組合等の多様
な事業主体による重層的な生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築を支援 

 

   ・介護支援ボランティアポイント等を組み込んだ地域の自助・互助の好取組を全国展開 

   ・「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置や協議体の設置などに対する支援 

民間とも協働して支援体制を構築 
                

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

家事援助 
安否確認 

食材配達 

移動販売 

配食＋見守り 

自
治
会
単
位
の
圏
域 

小
学
校
区
単
位
の
圏
域 

市
町
村
単
位
の
圏
域 

交流サロン 

声かけ 

コミュニティ 
カフェ 

権利擁護 

外出支援 

生活支援・介護予防サービスの提供イメージ 

協同 
組合 

多様な主体による生活支援・介護予防サービスの重層的な提供 

社会福祉
法人 

介護者支援 

等 
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 支え合いによる地域包括ケアシステムの構築について 
 

地域包括ケア研究会「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点」（平成25年３月）より 

自助：・介護保険・医療保険の自己負担部分 
   ・市場サービスの購入 
   ・自身や家族による対応 
 
互助：・費用負担が制度的に保障されていないボ

ランティアなどの支援、地域住民の取組み 
 
共助：・介護保険・医療保険制度による給付 
 
公助：・介護保険・医療保険の公費（税金） 
      部分 
   ・自治体等が提供するサービス 

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提
として、「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要である。 
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。 
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。 

7 



 
 

【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 22% 
 

2号保険料  
 28% 

 

 
 

【財源構成】 
 

国 39.0% 
 

都道府県  
 19.5% 
 

市町村   
 19.5% 
 

1号保険料    
 22% 

 

  予防給付 

 （要支援1～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 

○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 

介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 

○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 

   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
   
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

○ 認知症施策推進事業 

 （認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援体制整備事業 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

予防給付（要支援1～２） 

充
実 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

  介護給付 （要介護1～５）  介護給付（要介護1～５） 

＜改正前＞ ＜改正後＞ 介護保険制度 

全市町村で実
施 

地域支援事業の全体像 

改正前と同様 
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介護予防・ 
日常生活 
支援総合 
事業 
（新しい 
総合事業） 

介護予防・生活
支 援 サ ー ビ ス
事業 

一般介護予防事業 

訪問型サービス 
（第１号訪問事業） 

通所型サービス 
（第１号通所事業） 

その他の生活支援サービス 
（第１号生活支援事業） 

介護予防ケアマネジメント 
（第１号介護予防支援事業） 

・第１号被保険者の全ての者 

・その支援のための活動に
関わる者 

（従来の要支援者） 

・要支援認定を受け    
た者（要支援者） 

・基本チェックリスト
該当者（介護予防・
生活支援サービス
対象事業者） 

 
・現行の訪問 
 介護相当 

 
・多様な 
 サービス 

 
・現行の通所 
 介護相当 
 
・多様な 
 サービス 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

①介護予防把握事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の構成 

②訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス） 

①訪問介護 

③訪問型サービスB（住民主体による支援） 

④訪問型サービスC（短期集中予防サービス） 

⑤訪問型サービスD（移動支援） 

①通所介護 

②通所型サービスA（緩和した基準によるサービス） 

③通所型サービスB（住民主体による支援） 

④通所型サービスC（短期集中予防サービス） 

①栄養改善の目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる
自立支援に資する生活支援（訪問型サービ
ス・通所型サービスの一体的提供等） 

※ 上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの例を 
  踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 
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10 

（従来）介護サービスの利用の手続き 



利 

用 

者 

市
町
村
の
窓
口
に
相
談 

要支援１ 

要支援２ 

○施設サービス 

 ・特別養護老人ホーム 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護療養型医療施設 

○居宅サービス 

 ・訪問介護 ・訪問看護 

 ・通所介護 ・短期入所  など 

○地域密着型サービス 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 ・小規模多機能型居宅介護 

 ・夜間対応型訪問介護 

 ・認知症対応型共同生活介護  など 

○一般介護予防事業 

  （※全ての高齢者が利用可） 

  ・介護予防普及啓発事業 

  ・地域介護予防活動支援事業 

  ・地域リハビリテーション活動支援事業など 

要介護１ 

要介護５ 

～ 

○介護予防サービス 

 ・介護予防訪問看護 

 ・介護予防通所リハビリ 

 ・介護予防居宅療養管理指導 など 

○地域密着型介護予防サービス 

 ・介護予防小規模多機能型居宅介護 

 ・介護予防認知症対応型通所介護 など 

○介護予防・生活支援サービス事業 

  ・訪問型サービス 

  ・通所型サービス 

  ・生活支援サービス 

 

予
防
給
付 

 

介
護
給
付 

（新しい総合事業に移行後）介護サービスの利用の手続き 

 

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト 

認
定
調
査 

医
師
の
意
見
書 

要 

介 

護 

認 

定 

要
介
護
認
定
申
請 

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画 

介
護
予
防 

 
 

 

サ
ー
ビ
ス
計
画 

介
護
予
防 

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

非該当 

※明らかに要介護認定が必要 

 な場合 

※予防給付や介護給付による  

 サービスを希望している場合  等 

サービス 

事業対象者 

総
合
事
業 

※明らかに介護予防・生活支援サービス事業の対象外と判断できる場合 

(サービス 
 事業対象者) 

※予防給付を利用 

※事業のみ利用 
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まずは 

「自助」、「互助」
から考える 



 新しい総合事業における 
 介護予防ケアマネジメントの考え方 

12 



 
 

訪問看護、福祉用具等 
※全国一律の人員基準、運営基準 

 
 

介護予防給付 

介護予防・生活支援サービス事業対象者 要 支 援 者 

総 合 事 業 

要支援認定 

一般介護予防事業（要支援者等も参加できる住民運営の通いの場の充実等。全ての高齢者が対象。） 

一般高齢者等 

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施 

【参考】総合事業の概要 

○ 訪問介護・通所介護以外のサービス（訪問看護、福祉用具等）は、引き続き介護予防給付によるサービス提供を継続。   

○ 地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントに基づき、総合事業（介護予防・生活支援サービス事業及び一般介護

予防事業）のサービスと介護予防給付のサービス（要支援者のみ）を組み合わせる。 

○ 介護予防・生活支援サービス事業によるサービスのみ利用する場合は、要介護認定等を省略して「介護予防・生活支援サービ

ス事業対象者」とし、迅速なサービス利用を可能に（基本チェックリストで判断）。 

※ 第２号被保険者は、基本チェックリストではなく、要介護認定等申請を行う。 

介護予防・生活支援サービス事業 
①訪問型・通所型サービス 
②その他の生活支援サービス（栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対応 等） 

 ※事業内容は、市町村の裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準 

従 来 の 要 支 援 者 
基本チェックリスト※で判断 

※２次予防事業対象者把
握のための基本チェックリ
ストの配布は行わない 

13 



第５ 関係者間での意識の共有と効果的な介護予防ケアマネジメント 
～一歩進んだケアマネジメントに向けたガイドライン～ 

（１） 地域包括ケアシステムの構築と規範的統合 
   地域包括ケアシステムの構築に向け、市町村は、介護保険事業計画等で目指すべき方向性・基本方針を定め、その方

向性・基本方針を介護事業者・住民等の関係者で共有（規範的統合）し、地域資源を統合していくことが重要。 

（２） 明確な目標設定と本人との意識の共有 
   総合事業の効果的な実施のためには、この高齢者自身を含めた幅広い関係者が、支援を必要とする高齢者の意識、

ケアプラン、設定された目標等を共有していくことが重要。 

（３） ケアプランの作成 
   介護予防ケアマネジメントにおいては、地域包括支援センターが作成するケアプランに、可能な限り従来の個別サービ

ス計画に相当する内容も含め、本人や家族、事業実施者が共有することが望ましい。 

（４） モニタリング・評価 
   必要に応じて事業の実施状況を把握し、目標と乖離した場合にケアプランを変更し、順調に進行した場合は事業を終了。

その際、高齢者がセルフケアを継続できるよう、必要な情報提供、アドバイスを行う。 

（５） セルフケア・セルフマネジメントの推進 
   高齢者自身が、自らの機能を維持向上するよう努力するには、分かりやすい情報の提示、専門職の助言等とともに、成

果を実感できる機会の増加が必要。そのため、専門機関、専門職による働きかけやツールの提供が効果的。 

（６） 「介護予防手帳（仮称）」等の活用 
   セルフマネジメントの推進等のため、母子保健にて活用されてきた「母子健康手帳」の概念を総合事業に活用。 

（１） 自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントの視点  
（２） サービス担当者会議と多職種協働による介護予防ケアマネジメント支援 

１ 関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）  （Ｐ75～） 

２ 効果的な介護予防ケアマネジメントの在り方 

 ～保健・医療の専門職が関与し、短期で集中的なアプローチにより自立につなげる方策～  （Ｐ83～） 
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介護予防ケアマネジメントの基本的考え方 

 住み慣れた地域で安心して生活を継続できる    

 「本人が出来ることは出来る限り本人が行うこと」 

• 意欲を引き出す（サービスの受け手→主体的な取組） 

• 生活行為について明確な目標 

 （サービスの補完型プラン→目標の志向型） 

• 地域の中で生きがいや役割を持った生活の継続 

 （「心身機能」・「活動」・「参加」の視点）  

• 必要なサービスを適切に利用する 

• 課題分析者と利用者の合意 

• セルフケア・家族・近隣支援等インフォーマル資源を活用 

• 達成状況の評価   



  ケアマネジメントの基本 

• 高齢者の気づきによる支援の
あり方の違い 

  
   本人がニーズに 
① 気づいていない（拒否） 
② 気づいているけれど受容 
   できない（同意）  
③ 気づき→意欲へ転換 
   （合意）  
 



  要望（Ｄ＝ｄｅｍａｎｄｓ）と 
      ニーズ（N＝ｎｅｅｄｓ）の関係 

D Ｎ Ｄ Ｎ ＤＮ 

食事作りができ
ないので、ヘル

パー・配食
を・・・ 

体力を向上して、
再び家事ができ

るように・・・ 

完全に乖離 一部重複 ほぼ一致 

ニーズのほとんどを利用者・家族が自覚していない 
場合が多いので、気づきを促し、課題に対する合意 

に向けての支援が大切 

理解し納得 同意 自立支援 合意 説明 



  老いを生きる人の意欲とは・・・ 

• 高齢者の「意欲」は、『生きがい』と
密接につながっている 

 

• 『生きがい』の３型 

 （１）使命感に基づくもの 

 （２）自己実現を求めるもの 

 （３）日々の生活の中に充実感を 

    見出すもの 



具体的な介護予防ケアマネジメント（アセスメント、ケアプラン等）の考え方 
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ケアマネジメントのプロセス 
 アセスメント
（課題分析） 

ケアプラン 
原案作成 

サービス 
担当者会議 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ確定 
本人に交付 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ実行
(ｻｰﾋﾞｽ提供) 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
評価 

ケアマネジメントＡ 

指定介護予防支援と同様に、地域包括支援センター等によるケアマネジメントを実
施する。 

ケアマネジメントＢ 

利用者の状態等が安定しており、目標も含めてケアプランの大きな変更はなく、間
隔をあけたモニタリングの実施等を想定。 
利用者の状態等にあわせて簡略化したプロセスでマネジメントを実施する。 

ケアマネジメントＣ 

目標設定及び利用サービスの選定までは、利用者と地域包括支援センター等が相
談しながら実施する。ケアプランは作成せず、アセスメントの内容や、目標、利用
サービスの内容等を「ケアマネジメント結果」として共有。 
 その後は、利用者自身が目標達成に向けてマネジメントを展開する（セルフマネジ
メントの推進）。 
 地域包括支援センターによるモニタリングは行わない。 

地域包括支
援センター等
によるケアマ
ネジメントの
実施 

地域包
括支援
センター
等による
ケアマネ
ジメント
の実施 

サービス
等利用開
始後は、
本人によ
るマネジ
メントの実
施 

アセスメント
により、 

導き出した
課題を利用
者と共有し
ながら、 

本人の意欲
を引き出し、
目標を設定
する。 

※ケアマネジメントＢ又はＣの該当者については、随時の本人及び家族からの相談を受けるとともに、利用者の
状況変化時などサービス実施主体から、適宜連絡が入る体制を作ることが望ましい。 



  自立支援の強化に向けた 
  地域ケア個別会議について 
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介護予防の基本的考え方 

介護予防とは、 
①高齢者が要介護状態になることをできる            

限り防ぐ（発生を予防する）こと 
②要介護状態になっても状態がそれ以上に  悪

化しないようにする（維持･改善を図る）こと。 
   
   その人の生活・人生を尊重し、できる限り自立した

生活を送れるように支援すること。 
    即ち｢自立支援」（＝介護保険の基本理念）  



介護保険法の理念は自立支援 
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介護保険法 
第１条（介護保険の目的） 
 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化の起因する疾病等により要介護状態とな
り、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医
療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給
付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険給付
等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ること
を目的とする。 
 
第２条（介護保険）（一部抜粋） 
○介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）
に関し、必要な保健給付を行うものとする。 
○前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとと
もに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。 



介護保険法の理念は自立支援 
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介護保険法 
第４条 第１項（国民の努力と義務） 
 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身の変化を
自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合においても、進
んでリハビリテーションその他の適切な保険医療サービス及び福祉サービスを利用する
ことにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする。 
 
第５条 第３項 
 国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力
に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保険医療サービス及
び福祉サービスに関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽
減若しくは悪化の防止のための施策並びに地域における自立した日常生活の支援のた
めの施策を、医療及び居住に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進す
るよう努めなければならない。 



○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現のた
めの有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。 

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援等を行うとともに、地域づくり・政策
形成等につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。 

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。 
・適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検
討を行うものとして位置づけ 

 ・市町村が地域ケア会議を行うよう努めなければならない旨を規定 
 ・地域ケア会議参加者に対する守秘義務を規定、関係者の出席や資料・情報の提供など地域ケア会議の円滑な実施が可能  等  

 
○地域包括支援センターが開催 
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた 
①地域支援ネットワークの構築 
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援 
③地域課題の把握  などを行う。 

 ※幅広い視点から、直接サービス提供に当たらない 
  専門職種も参加 
 ※行政職員は、会議の内容を把握しておき、 
  地域課題の集約などに活かす。 
 

 

地域づくり・資源開発 

政策形成 
介護保険事業計画等への位置づけなど 

地域課題の把握 

個別の 
ケアマネジメント 

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議） 

事例提供 

 支 援 

サービス 
担当者会議 
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討） 

≪主な構成員≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他必要に応じて参加 

 地域ケア会議の推進 

 
医師、歯科医師、薬剤師、看護師、 
歯科衛生士、PT、OT、ST、管理栄養士、 
ケアマネジャー、介護サービス事業者 など 

 
自治会、民生委員、ボランティア、NPOなど 

医療・介護の専門職種等 

地域包括支援センターレベルでの会議（地域ケア個別会議） 

地域の支援者 生活支援 
体制整備 

協議体 

生活支援 
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

認知症施策 

認知症初期
集中支援
チーム 

 

認知症地域
支援推進員 

在宅医療 
連携の拠点 

医師会等関
係団体 

 

医療関係専
門職等 
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※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によって異なる。 

「地域ケア会議」の５つの機能 

                   

個別課題 
解決機能 

地域課題 
発見機能 

ネットワーク 
構築機能 

地域づくり・ 
資源開発 

機能 

政策 
形成 
機能 

■自立支援に資するケアマネジメントの支援 
■支援困難事例等に関する相談・助言 
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス提供 
   の最適な手法を蓄積 
※参加者の資質向上と関係職種の連携促進  
   →サービス担当者会議の充実 

■潜在ニーズの顕在化 
 ・サービス資源に関する課題 
 ・ケア提供者の質に関する課題 
 ・利用者、住民等の課題 等 
■顕在ニーズ相互の関連づけ 

■地域包括支援ネットワークの構築 
■自立支援に資するケアマネジメント 
  の普及と関係者の共通認識 
■住民との情報共有 
■課題の優先度の判断 
■連携・協働の準備と調整 

 
               

   市町村・地域全体で開催 

日常生活圏域ごとに開催 

個別事例ごとに開催 

個別ケースの検討 地域課題の検討 

個別事例の課題解決を 
蓄積することにより、 

地域課題が明らかになり、普
遍化に役立つ 

地域の関係者の連携を強化するとともに、 
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、 
市町村レベルの対策を協議する 

検討結果が個別支援に 
フィードバックされる 

市町村レベルの検討が円滑に進む 
よう、圏域内の課題を整理する 

自助・互助・共助・公
助を組み合わせた地
域のケア体制を整備 

 
地域包括 

ケアシステムの実
現による 

地域住民の 
安心・安全と 
ＱＯＬ向上 

 
 

機
能 

 
 

 
 

 

具
体
的
内
容 

 
 

 

規
模
・範
囲
・構
造 

■有効な課題解決方法の確立と普遍化 
■関係機関の役割分担 
■社会資源の調整 
■新たな資源開発の検討、地域づくり 

■需要に見合ったサービスの基盤整備 
■事業化、施策化 
■介護保険事業計画等への位置づけ 
■国・都道府県への提案 
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地域ケア会議に関する法改正の内容 

地域ケア会議 
１．市町村が「地域ケア会議」を設置し、高齢者への適切な支援
及び支援体制に関する検討を行うことを規定 

 

 市町村が包括的・継続的ケアマネジメント事業の効果的な実施のため
「地域ケア会議」を置くよう法律に明記。 

 地域ケア会議を設置し、個別ケースの検討と地域課題の検討の両方を行
うものであることを法律に明記。 

 

（介護保険法115条の48第1項、第２項） 

２．地域ケア会議関係者からの協力を得やすい体制に 
 

 関係者の出席や資料・情報の提供など地域ケア会議の円滑な実施が可能
に。 

 

 

（介護保険法115条の48第3項・第4項） 

市町村 

 設置 

市町村・地域包
括支援センター
が主催 

出席・協力依頼 地域ケア会議への 
    出席・情報提供 

ケアマネジャー・
各サービス事業者 

医療関係者 
     など 

地域住民 

３．関係者への守秘義務を課すこと 
 

 関係者に対して法律上の守秘義務を課すことで、地域ケア会議で個別事
例を扱うことに対して、利用者や家族からの理解が得やすくなる。 

 参加者による情報交換等が円滑に行われるようになる。 

※守秘義務違反の場合は一年以下の懲役・百万円以下の罰金。  
→参加者に、守秘義務の取扱について周知が必要 

 （介護保険法115条の48第5項、205条2項） 

４．具体的な会議の運営について市町村・センターにおいて従前ど
おり柔軟に行うことができる。 

法改正のポイント 



地域ケア会議 
（個別レベル、地域レベル） 
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新しい包括的支援事業の推進に向けた地域ケア会議の活用イメージ（双方向の連携） 

在宅医療・介護連携推進 

認知症総合支援事業 

（個別レベル） 

 ・認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員の地域ケ
ア会議への参加（認知症に関する事例への助言、支援へ向けた
役割分担の整理） 

 ・地域の認知症施策に関する情報提供 
（地域レベル） 
 ・認知症初期集中支援ﾁｰﾑ等で把握した「地域課題」の提供 

（個別レベル） 
 ・認知症に係る個別の困難事例を共有 
（地域レベル） 
 ・関係者のネットワークを形成し、認知症施策の具体的な

取組を協働 

（個別レベル） 
 ・生活支援コーディネーターが地域ケア会議へ参加（地域

の生活支援に関する取組の情報提供、ニーズとサービス
のマッチングなど） 

（地域レベル） 
 ・地域ケア会議から協議体へ相談された課題に対する検

討結果の情報提供 

（個別レベル・地域レベル） 
・センター職員の協議体への参画 
・地域ケア会議からみた地域の課題 
 を協議体へ情報提供 

（個別レベル） 
 ・医療に係る専門職の地域ケア会議への参加

を調整 
 ・地域の在宅医療等に関する情報提供 
（地域レベル） 
 ・地域ケア会議から提案された地域の課題に

対する検討結果の情報提供 

（個別レベル） 
 ・医療と介護の連携が必要な個別の困難事例を

共有 
（地域レベル） 
  ・個別課題の積み重ねから分析した、在宅医

療・介護連携に係る地域の課題について情報
提供 

生活支援体制整備 

 在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
 対応の協議 
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介護保険法（地域ケア会議関係抜粋） 

第１１５条の４８ 
    市町村は、第１１５条の４５第２項第３号に掲げる事業の効果的な実施のために、介護支援専門員、保

健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機関及び関係団体
（以下この条において「関係者等」という。）により構成される会議（以下この条において「会議」という。）を
置くように努めなければならない。 
 

２ 会議は、要介護被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下この項において「支援対象
被保険者」という。）への適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、支援対象被保険者が地域
において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものとする。 

 

３ 会議は、前項の検討を行うため必要があると認めるときは、関係者等に対し、資料又は情報の提供、
意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

 

４ 関係者等は、前項の規定に基づき、会議から資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の
求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならない。 

 

５ 会議の事務に従事する者、又は従事していた者は、正当な理由がなく、会議の事務に関して知り得た
秘密を漏らしてはならない。 

 
６ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、会議が定める。 
 
第２０５条 
２ （略）第１１５条の４８第５項の規定に違反した者は、１年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 
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○ 地域ケア会議は個別事例の課題検討を目的とした「地域ケア個別会議」と、地域に必要な取組を明らかにして施策や政策の立案・提言を目的とし

た「地域ケア推進会議」に分類される。 

○ 地域ケア個別会議では、多職種が協働して、個別ケースの支援内容を検討することで、高齢者の自立に資するケアマネジメントを実施し、被保険

者の課題解決や自立支援の促進、ひいてはQOLの向上を目指している。これからの自立支援・介護予防においては、介護予防等の観点を踏まえて地

域ケア個別会議等を活用し、要支援者等の生活行為の課題の解決等、状態の改善に導き、自立を促すことが重要である。 

○ 上記の様な地域ケア個別会議を実施するためには、運動・口腔・栄養等に関して幅広い知識が求められ、多職種からの専門的な助言を得ながら実

施する必要がある。 

○ 平成29年介護保険法改正を踏まえた検討のなかでも、介護保険の理念である高齢者の自立支援と介護予防の堅持が必要とされ、具体的な取組の一

つとして、地域ケア個別会議の多職種連携による取組の推進が求められている。 

○ 国が実施する「介護予防活動普及展開事業」においては、介護予防の観点を踏まえ、多職種が協働して実施している、要支援者等の自立を促すた

めの地域ケア個別会議の手法について、市町村の取組を集約し、そのノウハウを交えながら、実践的な研修等を開催する。 

○ 全国に介護予防のための地域ケア個別会議を普及展開するための研修の開催。 
○ 都道府県等の取組を円滑に進められるように、モデル市町村の立ち上げや広域支

援体制構築についてアドバイザーの派遣等により技術的な支援の実施。 

地域ケア個別会議の定着・充実に向けた役割分担 

市
町
村 

国 

都
道
府
県 

地域リハビリテーション活動支援事業 

地域づくりによる介護予防の推進 

全国展開へのロードマップ 

H28～29 H30～32 H33 

75 

10 

 

県内展開・手法を全国へ普及 

200 

介護予防活動普及展開事業 

1718 

都道府県が市町村支援として実施 

研修会の実施 

【全市町村】 

モデル市町村への支援 

関係団体等との連携体制構築 

モデル県での成功事例創出 

＊市町村
数 

効果的な介護予防等の取組の横展開 

○ 地域ケア個別会議を多職種協働で開催し、
介護予防に資するケアプランの作成を実践 

 

○ 地域ケア個別会議の結果を踏ま
えた介護事業所におけるサービス
提供に関する研修の開催 

○ 住民主体の通いの場による介護
予防活動の促進 

・自立支援・介護予防に資するケアプ
ランの作成と、それに基づくサービ
スが提供される。 

・ケアマネジメントの質の向上が図ら
れる。 

・サービスの質の向上が図られる。 
・被保険者のQOL向上に寄与する。 

・関係団体等との連携し、市
町村支援のための体制構
築を図ることができる。 

・県内で自立支援・介護予防
に資するケアマネジメント
と、サービスの提供が普
及される。 

○ 市町村へのトップセミナーの開催 
○ 市町村が自立支援・介護予防に資するケアマネ

ジメントの実施のために不可欠な専門職*の育成 
 ＊OT･PT･ST、管理栄養士、歯科衛生士等 

○ 地域の関係団体等と連携して、地域ケア個別会
議等へ専門職派遣等による人的支援の実施 

○ 研修会の開催等により、市町村の取組を支援 

支
援 

支
援 

支
援 

充
実 



●目的 
 生涯現役社会を実現するため、先進的な市町村で取り組んでいる効果的な介護予防の仕組みを全国展開し、元気な
高齢者を増やすことを目的とする。 
 具体的には、①介護予防における市町村のリーダーシップ構築、②市町村が主体的に介護予防に取り組むための組
織づくりと運営、③効率的・効果的な短期集中介護予防プログラムの実施と地域の受皿づくりを全国の市町村で実践
できるよう、以下のような技術的な支援を行う。 

 

●平成２８年度事業内容 
 全国の市町村における上記①～③の取組を強化するため、先進事例から普遍的なノウハウを抽出、普及し、実践に
つなげる。 

 （１）介護予防活動普及調査事業 

 介護予防に積極的な自治体において取り組まれている「要介護状態からの卒業」を見据えた介護予防の手法につい
て、全国の市町村において取り入れることができるよう、普遍的なノウハウを抽出し、ガイドラインを作成する。 

 都道府県との連携の下、ガイドラインに沿った取組を全国の市町村が実践できるよう、研修・フォローアップのた
めのカリキュラムを策定し、市町村に提供する。 

 （２）介護予防活動普及研修事業 

 上記研修カリキュラムを用いた研修会を試行的に開催し、ガイドライン、カリキュラム改訂時に内容の充実を図る
。 

介護予防活動普及展開事業（平成２８年度） 

自治体における先進事例 

普遍的ノウ
ハウの抽出 

調査委員会等にて検討 ガイドライン等の作成 研修会の実施 

ガイドライン
等の普及 

介護予防活動普及調査事業 介護予防活動普及研修事業 

都道府県等職員向け 
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●目的 
 生涯現役社会を実現するため、先進的な市町村等で取り組んでいる効果的な介護予防の仕組みを全国展開し、元気な
高齢者を増やすことを目的とする。 
 具体的には、①介護予防における市町村のリーダーシップ構築、②市町村が主体的に介護予防に取り組むための組織
づくりと運営、③効率的・効果的な介護予防に資するプログラム（短期集中介護予防等）の実施と地域の受皿づくりを
全国の市町村で実践できるよう、以下のような技術的な支援を行う。 

 

●平成２９年度事業内容 
（１）介護予防活動普及調査事業 

 平成28年度介護予防活動普及展開事業において作成した手引きについて、平成29年度介護予防活動普及研修事業を
とおして、手引きの内容の更なる充実を図るために、手引きの改訂を図る。 
 

（２）介護予防活動普及研修事業 

  平成28年度介護予防活動普及展開事業で作成した研修カリキュラムを用いた研修会を開催し、モデル自治体における
事業定着を図るとともに、同事業において策定した手引きとそれに伴う組織の立ち上げ、運営等のモデル自治体におけ
る横展開を図る。 

 

（３）介護予防活動普及アドバイザー養成事業 

  都道府県職員や市町村、関係団体等から人材を選定し、手引き等の普及を促進するためのアドバイザーを養成するた
め研修会等を開催する。 

 

（４）介護予防活動普及啓発促進事業 

  事業者向けの研修や国民に向けた啓発等に係る映像教材等を作成し、自治体の負担軽減に配慮した普及展開を図る｡  

 

介護予防活動普及展開事業（平成２９年度） 

手引き等の改訂 研修会の実施 

手引き等の普及 

都道府県職員等向け研修 

全国で実施 

アドバイザー養成 

映像教材等 

33 



介護予防活動普及展開事業（平成２９年度） 

●目的 
 生涯現役社会を実現するため、先進的な市町村等で取り組んでいる効果的な介護予防の仕組みを全国展開し、元気な高齢者を増やすことを目的とする。 
 具体的には、①介護予防における市町村のリーダーシップ構築、②市町村が主体的に介護予防に取り組むための組織づくりと運営、③効率的・効果的
な介護予防に資するプログラム（短期集中介護予防等）の実施と地域の受皿づくりを全国の市町村で実践できるよう、以下のような技術的な支援を行う。 

「介護予防のための地域ケア個別会議」の立ち上げを全国で展開していく。 
・介護予防のための地域ケア個別会議 
利用者のＱＯＬの向上を目指すために、多職種からの専門的な助言を得ることで、介護予防に資するケアプラン作成と
そのケアプランに則したケア等の提供を行う。 

手引き等の改訂 

手引き等の普及 

（１）介護予防活動普及調査事業（国が実施、都道府県・市町村へ情報提供） 
 28年度介護予防活動普及展開事業において作成した手引きについて、29年度介護予防活動普及研修事業をとおして、手引きの内容の

更なる充実を図るために、手引きの改訂を図る。 

研修会の実施 

アドバイザー養成 映像教材等 

（２）介護予防活動普及研修事業（国がモデル都道府県、市町村等に実施） 
 国が平成28年度介護予防活動普及展開事業で作成した研修カリキュラムを用いた研修会を開催し、モデル自治体における事業定着を

図る。事業の趣旨・概要、手引きのコンセプトを理解した都道府県が、市町村と協力しながら、同事業において策定した手引きとそれに伴

う組織の立ち上げ、運営等をし、モデル自治体における横展開を図る。 
 

 「介護予防のための地域ケア個別会議」基礎研修会：国が都道府県、市町村等を対象に実施 
都道府県、市町村担当者の介護予防のための地域ケア個別会議の趣旨・概要、手引きのコンセプトの理解を促す。 
 

 地域ケア個別会議司会者養成研修会：国がモデル都道府県・市町村等を対象に実施 
介護予防のための地域ケア個別会議の司会者に求められるスキルの獲得を目指す。 

（３）介護予防活動普及アドバイザー養成事業（国が実施） 
 

 地域ケア個別会議アドバイザー養成研修会：国がアドバイザーになり得る者＊を対象に実施 
手引き等の普及や介護予防のための地域ケア個別会議の実践を推進するためのアドバイザーを養成。 
＊都道府県担当者を想定しているが、都道府県が推薦する者でも可（例えば関係団体から推薦される専門職等）。 
 都道府県を単位に活動することが想定されるため、実際に市町村にアドバイスや実地支援できる者が望ましい。 

全国で実施 

（４）介護予防活動普及啓発促進事業（国が実施、都道府県・市町村へ情報提供） 
 上記(２)(３)に基づいた自治体向け教育教材や国民に向けた啓発等に係る映像教材等を作成し、自治体の負担軽減を図る｡  
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● 地域ケア個別会議を開催、推
進するためには当該会議に関
わる人材の育成・確保が必要
になる。 

○ 国が研修会を開催することで、
都道府県、市町村は研修開催
に係る負担がかからない。 

○ モデル都道府県・市町村が研
修会へ参加するための旅費を
国が一部負担。 

国 

「介護予防のための地域ケア個別会議」基礎研修会 
・都道府県担当者が各種手引きのコンセプト、都道府県の役割を理解する 

 介護予防活動普及展開事業（平成2９年度）と 
都道府県における介護予防のための地域ケア個別会議の横展開のイメージ 

地域ケア個別会議 

司会者養成研修会 
・地域ケア個別会議の司会者の養成 
・司会者には司会だけではなく、事例のアセス

メントや地域ケア個別会議に出席している
専門職等の助言者から必要なアドバイスを
引き出す必要がある。 

都道府県 ⇒ 市町村 

トップセミナーの開催 
・市町村として地域ケア個別会議に取り組む必要を首長、関係部課長に説明する。 

都道府県 
 ⇒ 関係団体 

関係団体への 
説明・研修会 

・各関係団体が手引き
のコンセプトを理解
する。 

● 地域の実情等により一律に
国が研修を行うのは困難なた
め、実際の立ち上げ準備は都
道府県・市町村が実施すること
になる。 

 
○ 国やアドバイザーから各説明

会、研修会開催のためのアド
バイスを受けられる。 

 
○ 今後、全市町村での実施が

求められている介護予防のた
めの地域ケア個別会議を先ん

じて立ち上げられる。 

都
道
府
県 

市
町
村 

地域ケア個別会議の立ち上げ 

立
ち
上
げ
準
備 

リハビリテーショ
ン専門職等の派

遣調整 
・市町村が開催する地

域ケア個別会議へ
の人的支援のス
キームの構築 

●都道府県・市町村に求められる事項 
○モデルの利点  

介護予防活動普及展開事業 

地域ケア個別会議 

アドバイザー養成研修会 
 

・手引き等の普及や介護予防のための地域ケ
ア個別会議の立ち上げ・実践を推進するた
めのアドバイザーの養成 

国 ⇒ 都道府県・市町村への研修会 
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市町村・(都道府県)⇒事業所 

事業所への説明・研修会 
・事業所や地域包括支援センター

へ市町村として地域ケア個別会
議に取り組む必要を説明する。 

・手引きのコンセプトを理解する 

介護保険事業費補助金（介護予防市町村支援事業） 

専門職の人的支援 



 

 ○ 定年後の社会参加を支援する等を通じて、シニア世代に担い手になってもらうことにより、社会的役割や自己実
現を果たすことが、介護予防にもつながる。 

これからの介護予防の具体的アプローチについて 

 ○ リハ職等が、ケアカンファレンス等に参加することにより、疾病の特徴を踏まえた生活行為の改善の見通しを立て
ることが可能となり、要支援者等の有する能力を最大限に引き出すための方法を検討しやすくなる。 

 ○ リハ職等が、通所と訪問の双方に一貫して集中的に関わることで、居宅や地域での生活環境を踏まえた適切な
アセスメントに基づくADL訓練やIADL訓練を提供することにより、「活動」を高めることができる。 

 ○ リハ職等が、住民運営の通いの場において、参加者の状態に応じて、安全な動き方等、適切な助言を行うことに
より、生活機能の低下の程度にかかわらず、様々な状態の高齢者の参加が可能となる。 

  
 ○ 市町村が住民に対し強い動機付けを行い、住民主体の活動的な通いの場を創出する。 

 ○ 住民主体の体操教室などの通いの場は、高齢者自身が一定の知識を取得した上で指導役を担うことにより役割
や生きがいを認識するとともに、幅広い年齢や状態の高齢者が参加することにより、高齢者同士の助け合いや学び
の場として魅力的な場になる。また、参加している高齢者も指導者として通いの場の運営に参加するという動機づけ
にもつながっていく。 

 ○ 市町村の積極的な広報により、生活機能の改善効果が住民に理解され、更に、実際に生活機能の改善した参加
者の声が口コミ等により拡がることで、住民主体の通いの場が新たに展開されるようになる。 

 ○ このような好循環が生まれると、住民主体の活動的な通いの場が持続的に拡大していく。 

高齢者の社会参加を通じた介護予防の推進 

住民運営の通いの場の充実 

リハ職等を活かした介護予防の機能強化 
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37 

回 答 市町村数 

派遣依頼した意図（期待）どおりの活躍
をしてくれている 

25 

どちらともいえない・依頼していない ５ 

 

 

【地域支援事業に派遣依頼したリハビリ専門職等は、派
遣依頼した意図（期待）どおりの活躍をしてくれているか】 

【地域ケア会議】 

・自立支援に向けたケアマネジメント強化が課題。 
・地域ケア会議は困難事例の検討が多く、自立支
援に向けたテーマでの検討がなされていない。 
【住民運営の通いの場】 

・ニーズはあると思うが、具体的な把握には至らず、
活用方法の検討が十分になされていない。 
・多忙のため依頼が困難 
・リハ職に依頼する費用が負担できず活用が進ん
でいない。 
【短期集中予防サービス】 

・H29年度から開始予定でリハ職が関与する方法
を検討中 
・健康運動指導士に講師を依頼している。 

地域支援事業等に係るリハビリ専門職等の派遣依頼状況について（H29年3月調査） 

【上記の理由】（主なもの） 
■「派遣依頼した意図（期待）どおり」と回答した理由 
・地域ケア会議では、個別事例について、各専門職から
予後予測を含めた専門的な意見をもらっている。 
・機能訓練の視点のみでなく、自立支援に向け、在宅生
活でできる支援内容を具体的に提示いただいている。 
・地域における活動の必要性を理解してくれている。 
 
■「どちらともいえない」「依頼していない」理由 
・地域支援事業には市町村職員の専門職が従事。 
・派遣依頼する場合、それぞれ自分の業務がある中で
休暇をとって従事することになるので依頼しにくい。 
・地域支援事業・地域包括ケアシステムの一員としての
協働はまだまだこれから意識改革からの段階 

【以下の項目において、PT・PT・STの活用がない場
合の理由と実施上の解決すべき課題】 

・派遣可能なリハビリ専門職の人材確保 
・県が主導した派遣の仕組みや統一した謝礼 
・派遣費用が高額 
・リハビリ専門職が地域に出やすい体制づくりや意
識づけが必要 
・専門職のスキルアップ研修の開催 
・活用の具体例や活用方法を教えてほしい 

【リハビリ専門職等の活用促進にあたり上記以外の課題】 



ご清聴ありがとうございました。 


